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フランチャイズ契約における廃棄ロスとチャージ，
そして見切り販売制限 ⑴














82 巻７号 100 頁（2010 年６月）において検討した廃棄ロスとチャージの問
題をさらに深く分析することを試みるものである。
































⑴ 公正取引委員会 平成 21 年６月 22 日「株式会社セブン-イレブン・ジャパンに対す
る排除措置命令について」
























































20 年２月 29 日までの１年間に，加盟店のうち無作為に抽出した約 1100 店
において廃棄された商品の原価相当額の平均は 530 万円となっている。」
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⑴ 公正取引委員会 平成 21 年６月 22 日「株式会社セブン-イレブン・ジャパンに対す
る排除措置命令について」




⑸ 農林水産省 HP 統計〈http://www.maff.go.jp/j/tokei/kikaku/monthly/other/




























































































































例えば，店頭小売価格が 100 円，仕入原価が 70 円のおにぎりを加盟店が
10個仕入れたと仮定する。すべてが売れれば売上高は 1000 円。仕入値は
700 円で，粗利は 300 円である。ロイヤルティが 50％と仮定すると，粗利
分配方式をとるコンビニのフランチャイズシステムでは，この 300 円の粗









高は 800 円で，仕入値は 700 円。粗利は 100 円というのが，会計原則に則っ
た場合の粗利計算方式である。この「原則」に従えば，本部のロイヤルティ












⑴ 月刊 VERDAD編集部『コンビニ不都合な真実』57 頁以下（KKベストブック，第２
版，2007 年）。安藤一平『コンビニ会計取扱説明書』７頁（本の泉社，2006 年）。
⑵ 月刊 VERDAD編集部・前掲注⑴，57 頁以下，安藤・前掲注⑴，７頁以下。


















先ほどの店頭小売価格が 100 円，仕入原価が 70 円のおにぎりを 10個仕
入れ，２個売れ残り廃棄したという例で説明する。コンビニ会計では，売










決の解釈が違法であるとされた事例」大東法学 51 号 122 頁，奈良輝久「最二判平 19・
6・11 評釈」金判 1277 号２頁。
そして，売上高（800 円）から，この 560 円を引いた 240 円が，コンビニ
会計でいうところの粗利（売上総利益）になる。本部のロイヤルティが
50％と仮定すると，この 240 円の売上総利益は，本部と加盟店によって仲




140 円を加盟店が負担する。本部と分けあって得た 120 円の取り分から
140 円を引くと，マイナス 20 円。これが，おにぎり 10個のうち８個が売
れた場合の加盟店の収支である。一般会計方式に従った通常の粗利計算を


















⑸ 月刊 VERDAD編集部・前掲注⑴，57 頁以下，安藤・前掲注⑴，16 頁以下。
⑹ 月刊 VERDAD編集部・前掲注⑴，57 頁以下，安藤・前掲注⑴，16 頁以下。
























































ている。しかしながら，千葉地判平成 13・7・5（判時 1778 号 98 頁）で述
フランチャイズ契約における廃棄ロスとチャージ，そして見切り販売制限 ⑴
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上は 802 円。一方，廃棄ロスはゼロなので，コンビニ粗利は，「802 円−（700
円−０円）＝102 円」となり，本部のロイヤルティが 50％と仮定すると，本
部が徴収できるロイヤルティは 51 円となる。加盟店の総収入も 51 円で，
そこから，廃棄おにぎり２個の購入代金２円を差し引いた 49 円が加盟店
















同じ 10個のおにぎりのうち，売れ残りそうになった２個を半額の 50 円
に値引きして販売し，それがすべて売れた場合を想定する。売上は 100 円
（50 円×２個＝ 100 円）が増えて 900 円。仕入原価は 700 円。廃棄ロスは
ゼロだからコンビニ粗利は 200 円。本部のロイヤルティを 50％とすると
本部の取り分は 100 円。加盟店の取り分も 100 円ということになる。
しかし，本部にとっては不利である。２個を廃棄したケースの方が，２
個が見切り処分（半額で完売）された場合より多くのロイヤルティが取れ













⒃ 月刊 VERDAD編集部・前掲注⑴，167 頁。











































































































































































⑻ 公正取引委員会 平成 21 年６月 22 日「株式会社セブン-イレブン・ジャパンに対す
る排除措置命令について」
⑼ 経済産業省平成 13年 10月公表『フランチャイズ・システムの本部と加盟者との取引
に関する公正取引委員会の取組について』〈http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/
g30529b04j.pdf〉accessed on 2009.12.24
